
１１．コスト縮減への取組み（コスト構造改革）

事　業　名 概　　　　　　　要 コ ス ト 縮 減 効 果

道路 【早期部分供用】
インターチェンジを追加し、早期に部分供用。

・早期便益の発現（一般国道474号三遠道路において、平成
20年代前半全線供用予定を、インターチェンジを追加し、平
成19年部分供用に変更）
・便益増加250億円

空港整備 羽田空港再拡張の事業化後、環境アセスメント、漁業補
償等を実施したうえで、滑走路島、連絡誘導路の基盤施
設については工事期間を約２．５年と非常に短期間で実
施する予定。

事業期間短縮により、事業費の低減が期待され、また、投
資効果の早期実現が図られる。

港湾 予算の重点配分により施設の早期供用と事業効果の早
期発現を図る。

・早期便益の発現（四日市港霞ヶ浦北地区臨港道路（北埠
頭内道路）等の供用開始予定時期を平成22年度から平成
18年度へ前倒し）
・総便益921億円→960億円へ約40億円増加

○事業の迅速化

事　業　名 概　　　　　　　要 コ ス ト 縮 減 効 果

官庁営繕 各府庁により異なっていた工事仕様書や工事書式を統
一化するとともに、インターネットにより公表を行い、品質
管理、生産の効率化、工事請負者の手続きの軽減等を
図る。

書式の統一によるコスト縮減の例
書類作成時間が短縮されることにより、一契約ごとに約１０
万円のコスト縮減

下水道 設計・仕様の共通化・共同化の促進
・近接する市町村で、ほぼ同一時期に処理施設の計画・
設計・施工を行うことにより、コスト縮減が可能。

建設費 約１０％のコスト縮減
山形県７市町村及び宮崎県５町における試算の場合、第１
期供用分の建設費で約１３０億円→約１１８億円。

下水道 小規模処理場に適した汚泥処理工程の一体化
・従来の貯留、濃縮、脱水工程を一体化した多重板型ｽ
ｸﾘｭｰﾌﾟﾚｽ脱水機の導入により、整備施設のコンパクト
化、コスト縮減が可能。

建設費 約１１％のコスト縮減
青森県平内町ほか５４箇所における試算の場合、
１５５億円　→　１３８億円

河川 道路管理者との協議による付替道路の見直し
　原則として貯水池標高以上とすべき付替道路につい
て、将来の利用状況等を勘案し、道路管理者との協議
により、水没による一時通行止めを容認したルート（常時
満水位以上ｻｰﾁｬｰｼﾞ水位以下）に変更する。

約４０％のコスト縮減（モデルケースによる試算）
現林道ルートを活用すること等により
約３０億円→１８億円

河川 河川管理施設等構造令の適用除外規定を活用した新
形式ダム（台形CSGダム）の採用
　低品質の材料の利用を可能にするとともに、施工設備
の簡素化及び急速施工の実施を可能にする。

約２５％のコスト縮減効果（モデルケースによる試算）
低品質の材料を採用することにより原石山が不要となる等
約２００億円→約１５０億円

河川 グラウチング技術指針の性能規定化
　グラウチング（ダム基礎地盤の改良）技術指針を改訂
し、現地の条件にきめ細かく対応した施工の合理化を図
る。

約１２％のコスト縮減（モデルケースによる試算）
　基礎処理計画を見直すことにより
約１９．８億円→１７．４億円

道路 【インターチェンジ構造の見直し】
インターチェンジ構造をトランペット型から簡易なダイヤ
モンド型に見直し。

・インターチェンジ建設コストの低減（三陸縦貫自動車道　桃
生登米道路　登米インターチェンジ）

・２０億円　→　１２億円（８億円のコスト縮減）

新幹線鉄道 高強度吹付コンクリート工法の採用による工事コストの
低減
山岳トンネルの吹付コンクリートの高強度化により鋼製H
型支保工を省略し工事コストが低減

16年度縮減額：約1.0億円
〔１ｍあたり掘削費 約１００万円 ⇒ 約９３万円 縮減率
約７％〕

新幹線鉄道 【コンクリート構造物に限界状態設計法を本格的に導
入】
許容応力度法による耐力のみの設計照査手法から、要
求される性能について各々の照査を行う限界状態設計
法を本格的に導入することにより合理的な設計手法とす
ることで、工事コストを低減。

16年度縮減額：約43.8億円
〔920.3億円/年→876.5億円/年〕

空港整備 ・羽田再拡張の４本目の滑走路に係る空港計画の見直
し（滑走路島の敷地を最小化）。
・民間ノウハウをコスト縮減に反映させるため、民間事業
者の技術提案を随時受付。

・羽田再拡張滑走路整備事業において約１０％のコストを縮
減。

・更なるコスト縮減に資することが期待される。

空港整備 電波高度計用地の造成において、従来は盛土による用
地造成を行っていたが、電波反射実験により、土以外に
おいても同等の機能が可能であることが実証されたた
め、広島空港の造成方法を新たに橋梁構造を採用する
こととし、コスト縮減を図る。

盛土造成による整備費用＝８０億円（全体）
　　　　　　　　　↓
橋梁形式による人工地盤＝４０億円（全体）
事業全体として約４０億円の縮減を図る。
（Ｈ１６は約２０億円の縮減）

港湾 ・工事連携による浚渫土砂の有効活用
他工事で発生する浚渫土砂を、隣接の岸壁工事の中詰
材に有効活用することにより、材料購入費の縮減を図る

・浚渫土砂の有効活用による縮減（平成１６年度の１施設の
事例）
　同一地区内の２つの工事を工程調整することにより材料
購入費が不要となる。
　５４百万円→２１百万円（３３百万円の縮減）

○計画・設計の最適化



事　業　名 概　　　　　　　要 コ ス ト 縮 減 効 果

官庁営繕 都市再生プロジェクトに指定された中央合同庁舎第７号
館及び九段第３合同庁舎について、民間の資金やノウ
ハウ等を活用した低廉・良質なサービスの提供と民間の
事業機会の創出を図るＰＦＩ方式による整備

中央合同庁舎第７号館及び九段第３合同庁舎の建設、維
持管理・運営の費用について、従来手法とＰＦＩ手法を現在
価値で比較した場合
      約６０億円の効果を算定

住宅 民間活力を活用した公共賃貸住宅の整備を推進する。
　・公共賃貸住宅に民間住宅や施設を複合的一体的に
整備することにより、住宅単位面積あたりの事業費の縮
減を実現。

（住宅地区改良事業の例）
・地区面積0.6ha、不良住宅115戸の不良住宅密集地区を改
善する場合の計算例
　　住宅単位面積あたりの事業費を約１割縮減
　　　　16.6万円／㎡→14.9万円／㎡

共通 インターネット等を活用して大口取引を適切に把握し、そ
れを積算に反映する。

「数量」「時期」場所」等の取引条件を限定し、インターネット
等を活用してより安い資材価格調査を行い、得られた「最安
値」を積算に採用することにより、直接的な工事費の縮減が
図られる。

共通 資材単価等の積み上げによる積算ではなく、工事価格
の実績に基づき、工種別に単価設定を行う「ユニットプラ
イス型積算方式」を試行する。

工種単位毎の合意単価を用いることにより価格の透明性・
説明性が向上する等の効果に加え、多大な労力を要してい
る精緻な積算を省力化することにより積算の合理化が図ら
れる。

○調達の最適化

事　業　名 概　　　　　　　要 コ ス ト 縮 減 効 果

下水道 電力貯蔵型電池の導入
・電力貯蔵が可能な電池の導入により、夜間電力を有効
活用し、電力料金の削減、環境負荷の低減を図る。

ライフサイクルコスト（建設費＋維持管理費）の縮減
東京都の試算によると建設費と維持管理費を合わせた１５
年間のコスト縮減効果は約２億円。

河川 　既設ダムに排砂バイパス（トンネル）を設置することに
より、ダム下流環境の保全及び維持管理費のコスト縮減
を図る。

約３０％のコスト縮減（モデルケースによる試算）
排砂バイパスを設置しなかった場合
　　堆砂土砂浚渫費用　３１４億円
排砂バイパスを設置した場合
　　排砂バイパス設置＋維持管理費等　２２１億円
※既設ダムの法定耐用年数の残年数４５年で算定

道路 道路構造物の総合的資産管理システム（アセットマネジ
メントシステム）を構築し、同システムを支援する技術開
発や体制等の整備を図る。

【効果の試算（直轄国道の橋梁の例）】
延命化を行った場合、事後保全に比べ、長期的に約１／３
のトータルコストを縮減。
・約８．６兆円　→　約５．５兆円
（コスト評価期間；６０年）

住宅 公営住宅建設戸数を縮減、改善事業へシフトし重点化を
図る。
・建設戸数：28,000戸→25,000戸
・改善戸数：19,000戸→22,000戸

・総限度額（複数年の事業費合計）で約87～95億円の縮減

港湾 ・港湾施設の維持・更新におけるアセットマネジメントシ
ステムの導入
　港湾施設の適切な維持・更新を図るため、港湾施設の
健全度評価や寿命予測、適切な改良工法の検討等の
技術開発等、様々な要因を包含した総合的なマネジメン
トシステムの導入を図る。

【効果の試算（岸壁の例）】
・アセットマネジメントの考え方を導入し、適切な間隔で改
良・維持工事を行った場合は、一度に更新工事を行う場合
に比べ、長期的にトータルコストが約４割低減される（コスト
評価期間：25年）。

空港整備 空港施設の維持管理における滑走路等の縁標識の再
塗装回数の低減（１回／年→１回／３年毎の試行）によ
る縮減

H15～H17の維持管理費＝約２８１百万円　→　１１１百万円
H15～H17で縮減額＝１７０百万円（H16の縮減額８５百万
円）

航路標識 　省電力・長寿命機器、電源にクリーンエネルギー導入
によるライフサイクルコストの低減
　灯台などの航路標識の光源を省電力・長寿命であるＬ
ＥＤ化するとともに、太陽光発電などのクリーンエネル
ギーを利用した電源システムを活用

（モデルケースによる試算）
・灯台の場合
　約77％のコスト縮減（機器費＋維持管理費）
　１基あたりの電源システム
　（約7.6百万円　→　約1.7百万円）
・灯浮標
　約38％のコスト縮減（機器費＋維持管理費）
　１基あたりの電源システム
　（約3.4百万円　→　約2.1百万円）

○管理の最適化




